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３．今後の展開

1．完全失業率と有効求人倍率とは？

２．最近の動向　
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　「完全失業率」とは、労働力人口（※1）に占める完全失業者（※2）の割合のことです。15歳以上のお
よそ10万人を対象にした調査を基に、総務省が毎月発表しています。「完全失業者÷労働力人口」で
算出されます。
　「有効求人倍率」とは、公共の職業安定所（ハローワーク）で職を求める求職者1人に対し、企業から
何件求人があるかを示します（新規学卒者除く、パートタイム含む）。「有効求人数÷有効求職者数
（※3） 」で算出され、厚生労働省が毎月発表しています。
　「完全失業率」と「有効求人倍率」は、雇用情勢を示す指標として最も注目されています。

　　　　　　　　　　※1 労働力人口とは、15歳以上の就業者と完全失業者の合計です。
　　　　　　　　　　※2 完全失業者とは、調査期間中に仕事を行っていないが、求職活動を行っており、すぐに就職することが可能な者です。
　　　　　　　　　　※3有効求人数および有効求職者数は、前月からの繰り越し数と当月新規の数を合計したものです。

　総務省が6月30日に発表した5月の「完全失業率」
（季節調整値）は、5.2％と前月から0.2ポイント悪化し
ました。
　一方、厚生労働省が発表した5月の「有効求人倍率」
（季節調整値）は0.44倍と前月から0.02ポイント低下し、
1963年の調査開始以来、過去最低を更新しました。
　生産活動や輸出に持ち直しの動きがみられる一方
で、企業業績の悪化に伴う人員削減の圧力は依然と
して強く、雇用情勢の悪化に歯止めが掛かっていない
状況です。
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　「完全失業率」は、景気の動きに半年から1年程度遅れて反応することが多く、「有効求人倍率」は、景
気の動きにほぼ連動することから、「完全失業率」は景気動向を示す遅行指数、「有効求人倍率」は一
致指数に含まれます。政府は、6月の「月例経済報告」において、日本経済が1-3月期に底打ちしたとの
認識を示すなど、生産と輸出は持ち直しています。しかし、景気の改善が雇用情勢に波及するには、時
間がかかる状態が続いています。今後は、雇用の悪化を吸収しながら、輸出と生産がこのまま伸びを
持続できるかが課題となります。　
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【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】

●投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資

産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価額は変動します。基準価額の変動要

因としては、有価証券の価格変動リスク、金利や金融市場の変動リスク、十分な流動性の下で取引が行

えない流動性リスク、有価証券の発行体の信用リスク等、及び外貨建て資産に投資している場合には為

替変動リスクがあります。したがって、お客さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下

落により、損失が生じ、投資元本を割り込むことがあります。

また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国

等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては投資信託説明書（交付

目論見書）や契約締結前交付書面等をよくご覧ください。

●投資信託に係る費用について

ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。
◆直接ご負担いただく費用 　　　　……申込手数料 上限3.675％（税込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ……換金（解約）手数料 上限1.05％（税込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ……信託財産留保額 上限0.5％　　　　　　　

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用 ……信託報酬 上限1.995％（税込）

◆その他費用 …… 　監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用、およ
　　　　　　　　　　び外国における資産の保管等に要する費用等を信託財産からご負担いただきます。
　　　　　　　　　　また、投資信託証券を組み入れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、
　　　　　　　　　　当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資資産の取引費用等が発生し
　　　　　　　　　　ます。これらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により金額が決定さ　
　　　　　　　　　　れますので、予めその上限額、計算方法等を具体的には記載できません。詳しくは
　　　　　　　　　　投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認ください。

※上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の

料率につきましては、三井住友アセットマネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴

収するそれぞれの費用における最高の料率を記載しております（平成21年6月30日現在）。投資信託

に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に投資

信託説明書(交付目論見書)や契約締結前交付書面等を必ずご覧ください。
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